


© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.1    KPMG Insight Vol.58

POINT 1

経営戦略とサステナビリティ戦略
は不可分である

一体化した経営戦略こそが、中長期的
な企業価値向上につながる。環境や社
会の課題が及ぼす影響に関する基礎
的な理解は、経営者にとっての 「一般
常識」といえよう。

POINT 2

複雑化するリスクに対する見解を、
経営者が語ることで、ステークホル
ダーからの支持が得られる

不確実性が高く複雑化するリスク環
境だからこそ、プロセスを含む透明性
のある報告が必要とされている。サス
テナビリティに関わる報告推進のため
のグローバルベースラインが検討中で
あり、経営者のアカウンタビリティの領
域は深く、広くなってきている。

POINT 3

価値の再定義から経営を見直す

財務的な価値だけでなく、多様な価値
へのアプローチと実現が必要である。
多様性は、そのための必須条件である。
パーパス(社会的存在意義 )の実現につ
ながる競争力のある価値の提供が、持
続可能な成長につながっていく。

持続可能性の実現と経営
者の責任
－ WBCSDの年次大会の議論から
あずさ監査法人 

サステナブルバリュー本部　サステナブルバリュー推進部

芝坂 佳子／パートナー

BCSD（ 持続可能な開発のための世界経済人会議、以下 「WB 
CSD」という）1は、2022年10月25日から4日間にわたって、新型コ

ロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」という）のために延期となって
いた東京での年次大会を開催しました。東京大会には、グローバル経済を
リードする企業の経営者など、国内外から400名を超えるビジネスパーソ
ンが参加、社会と企業の持続可能性実現のための議論が展開されました。
KPMGはWBCSDの活動に賛同し、本会議の開催をサポートしました。
そこで、ここではWBCSDの概要と特徴、東京大会の議論の一部をご紹
介します。
本稿は、東京大会で繰り広げられた議論を包括的にまとめたものですが、
意見等については、参加者である著者の個人的な感想や見解であること
を、あらかじめ申し添えます。
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Ⅰ

はじめに

WBCSDは、World Business Council for 

Sustainable Developmentの略語であり、
日本語では「持続可能な開発のための世
界経済人会議」と称される団体です。会員
数は約200社。35を超える国や地域にまた
がり、グローバル経済をリードする企業に
よって構成されています。日本からの参加
企業は20社程度です。

WBCSDの最大の特徴は、経営者自ら
の行動を促す、CEOが主導する組織であ
る点にあります。実際、今回の東京大会に
も、海外から責任ある立場の人たちが大
勢参加しました。
業務に関する専門家や制度設定団

体、政府関連、あるいは特定の問題意識
に基づく団体は数多くあります。しかし、
WBCSDは経営者の視点から、それぞれの
経営の意思決定の際にサステナビリティ
のレンズを組み込んで、中長期的な意思
決定の適切な遂行を支援しようとしていま
す。それは、巨大なビジネスを手掛ける企
業はきわめて広範囲なステークホルダー
を有しており、その経済規模は小国の経
済規模を超えることも珍しくなく、より多
くのインパクトを及ぼすからです。
設立は1 9 9 0年、本部はスイスのジュ

ネーブに置かれています。設立当時は、国
連等を中心に「持続可能な成長」につい
ての議論が盛んになってきた時期でした。
その後、社会や環境の問題と、経済の発
展の関係性を検討し、両立させることが
不可避との認識とともに、欧州を中心に
企業の役割に対する関心や取組みを加速
し、具体的な取組みを推進する組織とし
て、WBCSDの活動が拡大していきました。

UN SDGs（Sustainable Development 

Goals: 持続可能な開発目標）の大きな特
徴の１つである、民間活力を活かしたグ
ローバルレベルでの環境や社会に関する
課題解決を目指す考え方と同じ脈略であ
り、その動きに先立ち、経済社会の役割
を強く意識していた先駆的な組織である

とも言えるでしょう。
現在のCEOであるPeter Bakker氏は、も

ともとオランダをベースとする流通関連
会社TNTエクスプレス社のCEOでした。そ
の後、2012年にWBCSDのCEOに就任し、
活動を推進しています。経済や社会の課
題がより一層企業業績と連携するなか、
WBCSDはグローバルの視点からのさまざ
まな発信活動だけでなく、次世代の経営
者を育成する取組みなども積極的に行っ
ています。
投資家がその意図を企業に伝えようと

する際に、「協働エンゲージメント」の仕
組みが有効であると言われています。これ
と同様に、世界経済に影響を及ぼすこと
のできる企業が連携して、社会が直面して
いる課題に対峙し、メッセージを発信する
意義は大きいものです。WBCSDは、サス
テナビリティに関わる指針や基準に取り
組んでいる有力な団体にも、委員会のメ
ンバー等として直接的な関わりを有してい 

ます。
WBCSDは、2021年に「VISION 2050」

を策定しました。これは、メンバー企業か
ら4 0社以上のリーダーと外部関係者によ
る共同作業で生まれたビジョンです。中心
にあるのは「Transformation」の実現であ
り、そのための具体的な提言を行っていま
す。CEOのBakker氏は、この提言が参加企
業の誰もが賛同できる長期的なビジョン
であるとしています。
そのビジョン実現に向けた積極的な行

動が、今、まさに展開されているのです。

Ⅱ

WBCSD年次大会の 
開催概要

2022年10月25日から4日間にわたって
東京で開催された年次大会は、当初2020

年10月に予定されていました。COVID-19

の影響により順延された本大会は、久し
ぶりの対面での機会ということもあり、再
会を喜ぶ場面があちらこちらに見られま 

した。

同時に、この3年の間に大きく変化した
経済環境について実感し、直面する課題
と経営の果たす役割について議論をしあ
う機会にもなりました。

KPMGは、WBCSDの活動に賛同し、グ
ローバルレベルの取組みとして、本大会
を強力に支援しました。スポンサーとし
て、WBCSDメンバーの日本企業16社、経
済団体連合会（経団連）とともに関与で
きたことは、KPMGが資本主義社会という
現在の経済システムのなかで、自らのパー
パスである「 Inspire Confirence Empower 

Change」実現に向けた意思表示であった
と感じています。
最終日はオンサイト（ 企業見学等）で

あったため、議論の場としては実質3日間
でしたが、プレナリーだけでなく、ブレイク
アウトセッションが複数開催され、ランチ
タイムにおいてもテーマ別のゾーンが設け
られました。今回の大会はハイブリッド開
催であったため、時差を考慮して、多くの
ブレイクアウトセッションは午前中と夕方
の2回開催されたほか、すべてのセッショ
ンがオンラインで発信されました。こうし
た形式は、COVID-19を経て出現した新し
いコミュニケーションの在り方の実践とも
言え、その可能性と拡張性を実感する場
面も多く見られました。
参加者は400名を超えていました。国別

の参加者数などは不明ですが、「日本人を
探すのは難しい」という状況で、通例の日
本で開催される国際カンファレンスとはこ
の点でも大きく異なっていました。
また、プレナリーセッションのごく一部

を除いて、すべて英語で行われていた点も
驚きでした。この点も、すぐに日本語訳を
求める習慣の見直しが迫られているように
思えました。
参加の主目的は、知識を得ることでは

ありません。異なる考え方や立場からの意
見を聞き、同時に自らの考え方を伝えるこ
とで新たな気づきを得たり、方向性を確認
したり、時には新たな協業相手を見つけ
たり、という点が重視されます。
これは、日本で開催されている多くのイ
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ベントが比較的知識を伝えるための「一方
通行」となりがちであることを考えると、大
きな差だと思います。同質性や協調性が
強いと言われる日本社会のなかの価値観
ではなく、「違うこと」が重視されているの
です。
企業と社会のサステナビリティの実現
のためには、多様性をどれだけ活かせる
かが大きなカギになってきています。カン
ファレンスのなかで、企業内の職位等にこ
だわらず、積極的に意見交換をしあう姿
に、社会的課題に誠実に、かつ真摯に向
き合う企業の姿を見た気がしました。
本稿では、私が参加したセッションを通
じて、共通して認識されていたこと等を中
心に、WBCSD東京大会の議論の一部を
紹介します。

Ⅲ

一体化する経営戦略

WBCSDの会議で取り上げられるテーマ
は多様です。もちろん、持続可能性に直接
関連している環境や、環境問題から大き
な影響を受ける社会の問題などが中心で
はありますが、それはすべて、「 経営」の文
脈から語られます。
言い換えれば、環境や社会の課題それ

自体のみを注視するのではなく、これらの
事象が経営にどのようにインパクトを与え
るか。また、企業自らが及ぼす社会や環境
へのインパクトが、どのように自社の経営
に跳ね返ってくるのか。それらをつながり
で考えるということです。
経営戦略とサステナビリティ戦略は、も

はや別々に検討するものではありません。
完全に一体化して検討し、実行しなけれ
ば成果を得ることはできない、ということ
は、すでに「 常識」となっているのです。

日本は世界のなかでもTCFDに賛同する
企業が多く、何らかの開示を行う企業も多
いです。そこで、この活動を1つの例として
説明してみます。これは、プレナリーセッ
ションのなかで言及されていたことです。

TCFDが提起する最大の特徴の 1つは

「シナリオを示す」ことにあります。シナリ
オを示すためには、まず、サプライチェー
ンを構成する要素相互のインパクトを把
握しなければなりません。そのインパクト
は単なる温室効果ガスの量等の数値だけ
でなく、その背後にあるプロセスや業務等
と一体化した検討が不可欠であり、その
結果として「削減」という目標達成が可能
となります。
よく「ストーリーとしてつなげて語る」と
言われますが、ストーリーで語るためには、
事業の遂行につながるステークホルダー
との関係性を考察しなければなりません。
TCFDで言われている「シナリオで示す」
も、同様のことが言えます。
企業の活動がグローバルで展開され、
環境や社会の課題のインパクトの多くは、
長期間にわたり徐々に進行する性質を有
しています。だからこそ、経営戦略におい
て、サプライチェーン全体を広がりと深さ
を伴って検討する必要があります。さらに
は、長期的な見通しのもとで、バックキャ
ストで検討する思考も不可欠となります。

WBCSDのセッションでの議論の多く
は、経営戦略のなかに、社会や環境に対
する要素を、的確かつ正確に一体化して
組み込むことが不可避であるという前提
に立っていました。だからこそ、その実態
を正確に、かつ包括的に対処できるため
の仕組みと、それを支えるITの必要性が強
く認識されているのではないかと感じま 

した。

Ⅳ

複雑化するリスクへの対応

昨今、ESGという言葉の先走りや、広告
宣伝効果を意図する利用、サステナビリ
ティの概念に対する混乱などが散見され
ます。また、政治的な論争に、社会が直面
している課題への科学的根拠を軽視した、
感情的な論調があることも否定できま 

せん。
現在、重視されている気候変動問題は、
単なる環境の問題ではなく、企業の経営

課題の変化であり、さらにはエネルギー
安全保障や食料安全保障などにつながっ
ています。その認識が、繰り広げられた議
論のなかで確認することができました。
つまり、気候変動リスクへの対応におい
て、単に目標達成のための削減策を工夫
するということではなく、どのように新し
い技術等を用いた新たなスキームを形成
するのかが経営者の視点となるということ
です。そして、その成果が財務的な価値形
成につながり、企業価値の向上となるとの
意識が強く見られました。
これは、人権や不平等に関するリスク
についても同様です。一体、何のために人
権問題に対応するのか？　その「何のた
めに」という問いは、企業のステークホル
ダーとの関係性やサプライチェーンの状況
といった多様かつ複雑な背景によって異な
ります。しかしながら、多様かつ複雑であ
るからこそ、透明性のある対応が企業には
求められ、同時に報告の責任を有するの
です。
不確実性の高い時代だからこそ、新た
な課題、さまざまな業務プロセス、グロー
バルでの環境／経済／地政学上の変化に
対する企業の対応の実際について、経営
者が自ら語る説明責任に対する表明など
もありました。
サステナビリティに関わる財務的関連
性の報告におけるグローバルなベースライ
ンの必要性についても指摘がありました。
現在、議論が本格的にスタートしている国
際サステナビリティ報告基準（ ISSB）に対
する支持の表明は、その表れと言えるで
しょう。
適切な報告が、企業相互のコラボレー
ションを促進し、サステナビリティの実現
に向けたトランスフォーメーションを支援
するとの意見もありました。そのためには、
セクター、バリューチェーンを構成するさま
ざまなステークホルダー、投資家、さらに
は制度設定団体、政府機関等の「価値」
を意識した議論の醸成が望まれるとの指
摘は、今後の展開において参考とすべきも
のと考えます。



© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. KPMG Insight Vol.58    4

S
u

stain
ab

ility

Ⅴ

経営者の役割―価値の 
再定義

経営者の責任として意識されるべきは、
「価値の再定義」と概括できると感じまし
た。価値の再定義には、経営や業務上の
あらゆる意思決定とその過程、さらにはモ
ニタリングや評価のなかに、「サステナビ
リティ」に関する多様な事項が及ぼす影響
を全体の価値創造ストーリーのなかに組
み込む（embed）ことが不可欠となります。
しかしながら、環境や社会の問題のイ

ンパクトの定量化には、まだまだ多くの
試みが必要です。特許等の知的財産の価
値が「一物一価」となりえないように、測
定された数字等を根拠に次のアクション
や施策を講じるだけでは、企業と社会が
直面する課題解決にはなりませんし、競
争力にもつながりません。企業のパーパス
（存在意義）に基づくアプローチをビジョ
ンとともに示し、価値（Value）を語ってこ
そ、ステークホルダーの支持を獲得し、さ
らなる価値向上へとつなげることができる
のです。経営者に求められるのは、それに
コミットし、リーダーとしての役割を果たす
ことです。
そして、経営者の意思決定を支え、持続

可能な価値向上を支えるコーポレートガバ
ナンスが実効性を有するためには、ボード
のAdaptability（適応能力）の高さであると
して、その必要性が指摘されていました。
現在、取締役会の多様性の在り方は、

日本におけるコーポレートガバナンスにお
ける最大の課題の1つとなっています。経
営者と同様、個々の取締役も財務的な価
値だけでなく、環境や社会に対する価値
も含めた包括的な価値を目指した視座を
有し、そのための知識と見識を有する必
要があると、WBCSDは指摘しています。

Ⅵ

さいごに

年次大会全体を通じて痛感したことは、
「サステナビリティは経営を語るうえでの
基礎知識であり、ビジネスの相互理解のた
めの基本用語」ということです。もはや、経
営者にとってサステナビリティに関わる課
題の本質的な理解は、必須のものとなっ
ているのではないでしょうか。
環境問題を理解するためには、化学や

物理学、生物学、農学など幅広い自然科
学の知識が必要になります。社会問題の
解決のためには、文化人類学、社会人類
学、民俗学、歴史学などへの造詣も必要
となるでしょう。
もちろん、すべてを修めることは不可能

ですし、経営者が「物知り博士」である必
要もありません。WBCSDの年次大会の議
論のなかで語られていた意見の多くは、個
別具体的な事象についての限られた理解
ではなく、自社のビジネスとどう結びつけ
るかを真剣に考える俯瞰的な視点に基づ
くものでした。ただ、結びつきを理解する
ために必要な知識を蓄え、考え方、考える
ためのフレームワークなどは、「ツール」と
して必要不可欠なものとなっています。
長らく「アルファベットスープ」状態と言

われ、サステナビリティに関わるさまざま
な団体の活動が、企業に混乱を招いてい
るという指摘がされてきました。今、その
流れが整理され、社会的な関心の大きさ
と経済価値への影響などを考慮して、一
部は制度化されようとしています。
制度に基づく説明やフレームワークを

なぞったボイラプレート型のコミュニケー
ションでは、今、起きている変化の波のな
かで競争力を維持し、持続可能な存在と
して価値を表すことは不可能です。
多様性の時代にあって、自社の競争優

位の源泉を見極め、共通の課題解決のた
めに、それぞれの責任と役割を果たしてい
こうとする経営者の問題意識と決意を感
じることのできる年次大会でした。
次回の年次大会は、2023年11月3日～5

日、ドバイで予定されています。COP2 8と
同時期に同じ場所での開催で、経営者が
持続可能性について、より熱く語り合う場
になることでしょう。

1  WBCSD（持続可能な開発のための経
済人会議）

 https://www.wbcsd.org/

関連情報

ウェブサイトでは、社会的課題の解決を通じて、サ
ステナブルバリューの実現を目指す組織の変革に
資する的確な情報やインサイトを提供しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2021/07/sustainable-value.html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGサステナブルバリュー・ジャパン

 susbainable-value@jp.kpmg.com

https://www.wbcsd.org/
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/07/sustainable-value.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2021/07/sustainable-value.html
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Sustainable Value Insight 
動画シリーズのご紹介

KPMGサステナブルバリューサービス・
ジャパンは、サステナブルなビジネス戦略
に基づく経営 （サステナビリティ経営）を目
指すクライアントをサポートする取組みを
加速させる施策の1つとして、Sustainable 

Value Insight動画シリーズを展開してい 

ます。
基本的な概念から最新動向まで、マネ

ジメントや実務担当者の幅広いニーズに
応えるコンテンツを、各回8分程度の短時
間の動画にまとめて解説しています。

Point

（1）  サステナビリティ経営を志向する
マネジメント向けに、重要ポイン
トを抽出

本シリーズでは、KPMGジャパンの専門
家が、サステナブルなビジネス戦略に基
づく経営を実践する上で、おさえておくべき
事項の正しい理解の一助となるポイント
を選定し、動画内容に盛り込んでいます。
「誤解が生じやすく誤用も散見される概念」
や「いまさら聞けない基本用語」も取り扱っ
ています。

（2）  各回8分程度の動画シリーズで構
成され、短時間での効率的な学習
を支援

本シリーズは、サステナビリティ経営を
実践する上で、特に重要度が高い内容を
抽出し、各回 8分程度の短い動画にまと
め、KPMGジャパンのホームページ／会員
制サイトで公開します。時間や場所を問
わず、スマートフォンで手軽にご視聴いた
だけるため、多忙なマネジメントやサステ
ナビリティ関連業務担当者の効率的な学
習に寄与します。

（3）  「概念編」 「トピック編」 「動向編」
の3部構成で、毎月2～3本を順次
公開

本シリーズは、「概念編」 「トピック編」
「動向編」の全3部で構成されています。各
編の内容は以下の通りです。

概念編 サステナビリティ経営の根
幹となる概念

トピック編
気候変動や人的資本など、
サステナビリティ経営にお
ける重要トピック

動向編
国際サステナビリティ基準
審議会（ISSB）の公開草案
の解説など、最新動向

（4） 業種別SASB基準
サステナビリティに関して求められる対

応は業種別に大きく異なります。
SASB基準では業種別に重要と考えら

れる開示トピックが定められています。
なぜその開示トピックが当該業種で重

要とされ、開示が推奨されているかを中心
に解説しています。
（業種別に順次公開中）

主なコンテンツ
概念編
・サステナビリティとはなにか？ 

・マテリアリティを考える　他

トピック編

・ 脱炭素と気候変動
・ 人的資本　
・  Demystifying Natural Capital and 

Biodiversity（ 生物多様性関係）
・  Corporate Sustainability Reporting 

Directive（CSRD）対応のポイント　他 

動向編

・  日本の企業報告に関する調査 2021 

ハイライト
・  日本企業のTCFD提言に沿った情報
提供の動向2021 　

・  ディスクロージャーワーキンググループ
（DWG）報告の提言　他

業種別SASB基準

・ SASB基準の特徴と構成
・ 自動車部品
・ 鉄道輸送
・ レストラン
・ ホテル・宿泊施設　他

▼ 動画視聴ページ
https://home.kpmg/jp/ja/home/

insights/2022/02/sustainable-value-

insight-concept.html

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/sustainable-value-insight-concept.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/sustainable-value-insight-concept.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2022/02/sustainable-value-insight-concept.html
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